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障がい福祉サービス利用までの流れ  

  
①申請・相談 

利用については南部町役場福祉事務所(0859-66-5522)または JOCA

サポート（0859-36-8010)に相談します。サービスが必要な場合は申請

書類を町に提出します。 

【提出先】 

南部町役場 福祉事務所（健康管理センターすこやか内) 

【提出書類】 

・介護給付費等支給申請書（様式第 1号） 

・世帯状況・収入（様式第 24号） 

・計画相談支援給付費等支給申請書（様式第 17号） 

・障害者手帳等（コピー） 

※申請年の 1 月 1 日時点で南部町に住所を有しなかった方は、本人及び配

偶者のマイナンバーカード等の個人番号の分かる書類が必要となります。 

②区分認定調

査 

区分認定調査…調査員が障がいのある人（本人）または保護者と面談して、

心身状況や生活環境などについて調査を行います（80項目の調査） 

 調査員…町から委託を受けた事業所職員または町の職員です。 

※区分認定調査が必要となるサービスは以下のとおりです。 

①介護給付費(居宅介護、生活介護、施設入所支援など) 

②共同生活援助(入浴、排せつ又は食事等の介護の提供を受けることを希望

する場合に限ります。) 

③地域移行支援 

③サービス等

利用計画案

の作成依頼 

①で町に申請後、ご希望の相談支援事業所にサービス等利用計画案を作成

してもらうよう町から依頼します（計画作成には利用者負担はかかりませ

ん）。その後、今後のサービス利用について、相談支援専門員が本人・家族と

面談をします。 

【相談支援専門員とは？】 

 障がいを抱える方本人やその家族が障害福祉サービスを活用できるよう

に障がい福祉サービス事業所と繋げたり、生活全般に対する悩みの相談を

受けて情報提供や助言を行ったりする相談支援事業所の職員です。 

【サービス等利用計画とは？】 

 利用者のサービス利用の意向や状況等を踏まえ、最も適切なサービスの組

み合わせ等について相談支援専門員が検討し、作成する計画です。 

就労継続支援などの「訓練等給付サービス」のみ利用の場合は②「区分認定

調査」、④「審査・判定」はありません。 
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調査の結果、障がい福祉サービスが必要な状態であるか(障がい支援区

分)が決まります。 

 なお、18 歳以上の方は、利用を希望する障がい福祉サービスの種類によ

って、②での「調査結果」及び「医師意見書」をもとに、審査会で審査・判定が

行われます。 

 

 

 

 

【障害支援区分とは？】 

障害支援区分とは、障害者総合支援法におけるサービス利用申請に対す

る支給を障害や心身の状態などにより必要な支援を 1～6 段階（区分 6 の

方が必要度が高い）に分けた区分です。 

【医師意見書とは？】 

本人かかりつけ医療機関の医師に町から意見書の発行を依頼します。医

療機関での診察をしばらく受けていない場合などは、改めて診察が必要と

なります(診察にかかる費用は町が負担するため、自己負担は発生しませ

ん)。 

障がい支援区分

認定審査会 

障がい支援区分

認定の決定 

③で本人・家族が相談支援専門員と面談した後、相談支援専門員がサービス

等利用計画案を作成し、本人・家族に内容を確認していただいた後に町へ提

出します。 

※区分認定調査が必要な方の場合、サービス等利用計画案の提出は④の手

続きが終了してからとなります。 

障害支援区分やサービス等利用計画案をもとに、町が障がい福祉サービス

の支給量などを決め、その決定内容を通知し「障がい福祉サービス受給者

証」を交付します。 

【障がい福祉サービス受給者証とは？】 

障がい福祉サービスの利用に必要な情報(支給量や支給決定期間等)が記

載されている冊子です。 

※サービスには支給決定期間を設けていますので、支給決定期間終了後も

引き続きサービスを利用されたい場合は更新の手続きが必要となります。 

⑥サービスの支給

決定(受給者証

の交付) 

⑤サービス等利用

計画案の提出 

1ページ 

③からの続き 

④審査・判定 
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  ２ページ 

⑥からの続き 

⑦サービス提供事

業所との契約 

事業者に受給者証を提示し、利用に関する契約をします。 

※本人・家族・支援する関係者が集まり、今後の支援の方針や目標、支援

内容等について話し合いをします(サービス担当者会議)。その後、必要な

支援についてまとめた「サービス等利用計画(本計画)」が相談支援専門員

から町に提出されます。 

⑧サービス利用の

開始 

障がい福祉サービスの利用を開始します。原則、障がい福祉サービス利用

料の 1割を月ごとに事業者へ支払います。 

※月ごとの利用者負担には上限があり、上限額が受給者証に記載されま

す。ひと月に利用したサービス量にかかわらず、それ以上の負担は生じま

せん。 

 

⑨モニタリングの

実施 

定期的に相談支援専門員が自宅に訪問し、サービスの利用状況等につい

て確認(モニタリング)を行います。また、関係機関からも聞き取りを行い

ます。 

【モニタリングとは？】 

障がい福祉サービスを利用し始めてからも、実際の生活に不便はない

か、計画を入れたことで改善されたこと等を、決められた期間ごとに話し

合い、必要に応じて計画内容を変更します。 

※モニタリングの実施期間については、利用者の状況やサービス内容に

よって期間が定められており、その期間ごとにモニタリングが行われま

す。 

次ページ：(参考)各サービスと障害支援区分の対応表 
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（参考)各サービスと障害支援区分の対応表 

 

 

 

 

訪問系 日中活動系 
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居宅

支援

系 

居
宅
介
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重
度
訪
問
介
護 
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行
援
護 

行
動
援
護 

重
度
障
害
者
等
包
括
支
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生
活
介
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短
期
入
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療
養
介
護 

施
設
入
所
支
援 

共
同
生
活
援
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区分なし           

区分１           

区分２           

区分３           

区分４           

区分５           

区分６           

※上記以外にも利用要件、加算要件、経過措置等あり 

50歳

以上は

区分 2

以上 

ALS患

者等は

区分 6 

筋ジス、

重心は 

区分 5 

50歳

以上は

区分 3

以上 

認定された「障がい支援区分」により利用できるサービスが異なります。 

こちらの図を参照ください。（サービスによっては障がい支援区分以外にも要件があります。） 

 


